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第 5 節 次世代エネルギー拠点の総合的な形成
東日本大震災による原子力発電所の事故に伴い、社会全体のエネルギー需給のあり方を見直すとともに、

低炭素・省エネルギー対策を推進する基盤となる新たな技術の開発と産業の創造が求められています。その
ため、本市が培ってきた技術やノウハウを活かしながら、環境・エネルギー関連の技術開発を促進します。ま
た、再生可能エネルギーの導入・普及とともに、できる限り環境負荷の少ない基幹エネルギーの導入を促進
し、多様なエネルギー資源による安定的なエネルギーの供給を目指します。さらに、市民の積極的参加のもと、
地域でエネルギーを賢く無駄なく使いこなし、災害にも強いエネルギーシステムを構築します。

9. 市営住宅の環境対策

市営住宅においても同様に環境対策への取組を進める

こととし、平成21年度から市営住宅の建替え等において、

屋上部分に太陽光発電設備の設置を進めています。また、

平成23年度から節水型洋風便器を採用しており、平成24

年度からは、外灯のLED化等を行っています。

これらの取組を通じて市営住宅におけるCO2排出量の

削減を図ります。

■太陽光発電設備設置実績

門司区馬寄団地ほか12棟（平成22年度〜平成24年度）

門司区後楽団地ほか7棟（平成25年度竣工）

10. 学校施設太陽光発電導入事業

（1）事業の概要

学校施設太陽光発電導入事業とは、市内公立学校に太

陽光発電を導入することにより、環境教育の教材としての

活用や二酸化炭素削減など地球温暖化対策、また、地域住

民への環境問題の啓発を行うことにより地球温暖化や省

エネルギーなどへの関心を高めていく事業です。

（2）これまでの取組

これまで、学校の改築時に合わせて太陽光発電を導入

してきましたが、平成21年度に文部科学省が推進する「ス

クールニューディール」構想の中に、太陽光パネルをはじ

めとするエコ改修が位置づけられたことにより、積極的な

太陽光発電の導入を行い、平成25年度末で小学校131校、

中学校62校、特別支援学校7校に設置しています。

（3）今後の取組

平成26年度以降は、学校の改築等に合わせて設置して

いく予定です。

また、発電設備の効率的な運用をはじめ、学校施設を

利用した自然エネルギーの活用についてさまざまな角度

から研究していきます。

	太陽光発電設備（出力10ＫＷの設置例）		太陽光発電設備（出力3ＫＷの設置例）	

電力モニター

11.ESCO事業の普及促進

（1）ESCO事業とは

ESCO（Energy�Service�Company の 頭 文 字 を 取 り

『ESCO（エスコ）』という）事業とは、工場やビルの省エ

ネルギー対策について、民間の企業活動としてその改修に

必要となる「技術 ｣｢ 設備 ｣｢ 人材 ｣｢ 資金 ｣ などのすべて

を包括的に提供するサービスです。それまでの環境を損な

うことなく省エネルギーを実現し、その結果得られる省エ

ネルギー効果を保証する事業です。

省エネルギー改修費用、ESCO 事業者の経費、金利の

返済等はすべて省エネルギー化による経費節減分の一部

から賄うため、初期費用がなくても省エネルギー化が可能

であることが大きな特徴です。

（2）	普及促進の取組

省エネルギー改修の新しいビジネススタイルである

ESCO事業の仕組みやESCO事業の改修実施事例等を紹介

することで、ESCO事業に関する理解を深めるとともに、

市域での省エネルギービジネスの普及促進を図っています。

（3）	北九州市役所におけるESCO事業の取組

本市では、ESCO事業の普及促進と公共施設における

二酸化炭素排出量削減のため、平成 16・17年度には北

九州市立大学北方キャンパス、平成19年度には北九州市

立医療センターで ESCO事業を行っています。

1	. 北九州市地域エネルギー政策

（1）政策の動機

本市は、これまで環境モデル都市・環境未来都市として、

低炭素社会づくりの視点から省エネルギー・再生可能エネ

ルギーを中心に取組を進めてきました。

しかし、東日本大震災を境に、我が国のエネルギーを

取り巻く状況は大きく動いており、市民生活や地域活動と

いった地域を支える観点から、安定・安価なエネルギーの

供給についても、市として取り組むこととしました。

（2）政策の目標

北九州市地域エネルギー政策では、自治体の政策とし

ては例のない地域エネルギーの拠点化をめざし、

・「省エネルギー（ネガワット）の推進」

・「再生可能エネルギー・基幹エネルギーの創出拠点の形成」

・「安定・安価で賢いエネルギー網の構築」

の3つのリーディングプロジェクトを掲げ、地域の成長を

支える地域エネルギー拠点の形成とともに、それを活用し

た最先端のモデルの構築を図ることを目指しています。

（3）平成25年度の取組

平成25�年度は「北九州市地域エネルギー拠点化推進事

業」を旗揚げし、平成24�年度の検討内容をふまえて、具

体的な取組を開始しました。

▪北九州市地域エネルギー推進会議、部会の設置

「北九州市地域エネルギー推進会議」を設置し、より具

体的な検討に着手しました。推進会議の下に、火力部会・

洋上風力部会の 2�つの部会を設け、発電事業に関する自

然環境調査や事業性調査、法規制・許認可の整理などをふ

まえた検討を行いました。

▪地域エネルギーマネジメントの検討

火力発電・風力発電など供給側だけでなく、東田のス

マートコミュニティの実証を通じた地域エネルギーマネ

ジメントの実現に向けた検討を実施しました。

▪発電事業の立地可能性調査

立地を検討する事業者のインセンティブとなるように、

発電事業に関する自然環境調査や事業性調査など立地可

能性調査を行いました。

（4）今後の取組

洋上風力発電、高効率火力発電事業者の支援を通じ、

立地を促進します。

また、地域エネルギーマネジメントの実現に向けて、

具体的な検討を更に進めます。

2	. 北九州次世代エネルギーパーク

（1）背景

次世代エネルギーパークは、太陽光発電や風力発電な

どの新エネルギーに対する国民理解の増進を図るために、

平成18年 8月に経済産業省が提唱したものです。

平成19年 10月に若松区響灘地区を中心とした本市の

次世代エネルギーパーク構想が全国 6か所のうちの 1つ

として経済産業省から認定されました。

この構想は、若松区響灘地区等に立地する大型風力発

電をはじめとした多種多様なエネルギー関連施設を最大

限活用して、エネルギーに対する市民の理解を深めるとと

もに、ビジターズインダストリーを推進するものです。さ

らに、若松区響灘地区へのエネルギー関連企業の立地促進

も目的としています。

（2）北九州次世代エネルギーパークの5つの特徴

◦暮らしを支えるエネルギー供給基地

◦次世代を担う自然エネルギー

◦リサイクルから生まれるバイオマスエネルギー

◦エネルギーの企業間連携（地産地消）

◦エネルギー利用の革新技術

以上、5つの切り口から捉えた様々なエネルギーの取組

がご覧いただけます。
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（3）内容

本市のエネルギーパークは、若松区響灘地区に、大型

風力発電や大型太陽光発電、多目的石炭ガス製造技術開発

施設、バイオディーゼル燃料製造施設、白島国家石油備蓄

基地など、多種多様なエネルギー関連施設が集積している

ことが特徴です。平成 20年 3月には、立地企業などに

よる連絡会を設立して、平成21年 7月 27日にオープン

しました。

ア .エコタウンセンター別館内	展示コーナー
次世代エネルギーパークの総合案内施設として、エコ

タウンセンター別館内に展示コーナーを整備しています。

展示コーナーでは、①エネルギーとは？②エネルギーをつ

くる③エネルギーをめぐる課題④エネルギーを賢く使う

⑤北九州市の先進的な取組　というように、５つのテーマ

に沿って、エネルギーについて体験しながら楽しく学ぶこ

とができます。

イ .エネルギー関連施設への見学案内
子どもから大人まで幅広い世代の市民を対象にした施設

見学を毎週月〜土曜日に受け入れています。受付は、エコ

タウンセンターで行っています。

（4）今後の取組

今後は、エネルギー関連施設の見学案内体制の一層の

拡充に取り組みます。

展示コーナー

3	. 再生可能エネルギーへの取組

（1）再生可能エネルギーについて

再生可能エネルギーとは、太陽光、太陽熱、風力、波

力・潮力、流水・潮汐、バイオマスなど、一度利用しても、

比較的に短期間に再生が可能であるため、適切に利用すれ

ば、枯渇の恐れがなく、ほぼ無限に利用可能なエネルギー

資源のことです。

本市では、太陽光発電をはじめとする公共施設への率

先導入のほか、潮流発電の実証実験の実施など、再生可能

エネルギーの利用を推進しています。

（2）北九州技術センターＥ館（新日鉄住金エンジニアリング㈱）

新日鉄住金エンジニアリング㈱の北九州技術センター

E館は、経済産業省が策定した「平成21年度次世代建築

物統合制御システム実証事業（ZEB：ゼロエミッションビ

ル）」を具体的に推進する、独立行政法人新エネルギー・

産業技術総合開発機構（NEDO）の「次世代省エネルギー

等建築システム実証事業」に全国 8件のうちの 1つとし

て選定された、オフィスビルの見本となる日本最先端の環

境配慮ビルです。

太陽の動きにあわせて、ビル最上階の天窓から 1階ま

での自然の光を自動的に取り入れる集光装置や、地上に比

べ夏は涼しく、冬は暖かいといった地中熱のメリットを

活かしたヒートポンプのほか、省エネ効果を最大限発揮す

るため、温度・光・気流など 2000 点を超えるデータを

活用した BEMS（ビルエネルギーマネジメントシステム）

など、日本最先端の環境技術を数多く取り入れ、35％の

エネルギー・CO2 削減が見込まれています。

（3）小倉駅小倉城口側ペデストリアンデッキ

小倉駅小倉城口側のペデストリアンデッキ上に、ライ

トスルー型太陽光発電ルーフを設置しました。太陽光発電

の“見える化”だけでなく、駅前の商業施設や銀天街へ続

く屋根を確保したことで、自動車等に頼らないライフスタ

イルも提案しています。

（4）関門海峡潮流発電設置推進事業

関門海峡は、国内でも有数の潮流が早い海峡です。

この潮流をブレード等で受けて風力発電と同じ原理で

発電するものが、潮流発電です。

本市では、平成24年 3月に実証試験を開始し、平成25

年 10 月までメンテナンスや発電データを取得しました。

平成25年 11月には、このデータ解析による成果報告会を

実施しました。

また、実証装置の一部を活用したモニュメントを、平成

26年 3月に北九州市エコタウンセンターに設置し、今後は

エネルギー学習に活用していく予定です。

（5）薄膜太陽電池の導入

市役所本庁舎の南玄関ひさしに 0.99kW、5階の来客

者用会議室に 0.74kW の薄膜太陽電池を導入しており、

その発電量を本庁舎内1Fロビーのモニターで表示してい

ます。

また、北九州空港の歩行者道路屋根にも 10kWの薄膜

太陽電池を設置しています。
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4. 北九州スマートコミュニティ創造事業

（1）事業概要

実施主体：北九州スマートコミュニティ創造協議会

　　　　　�（北九州市、新日鐵住金㈱、日本アイ・ビー・

エム㈱、富士電機㈱、㈱安川電機、日鉄住金

テックスエンジ㈱などで構成）

実施地区：八幡東区東田地区（約120ha）

実施期間：平成22年度〜 26年度（5年間）

CO2 削減目標：市内標準街区と比較して、平成26年まで

　　　　　　に50％削減（2005年比）

（2）事業の目的

平成 22年 4月、国の「次世代エネルギー・社会シス

テム実証」地域として、全国4地域の一つに北九州スマー

トコミュニティ創造事業が選定されました。本事業では、

次世代送電網（スマートグリッド）を中核に、次世代交通

システムやライフスタイルなど、「まちづくり」そのもの

の変革を目指しています。

（3）平成25年度の取組

平成 25年度は、地域節電所（CEMS）、スマートメー

タ、各需要家のエネルギーマネジメントシステム（BEMS、

FEMS、HEMSなど）を利用した実証を行いました。

さらに、電力の需給状況に応じて電気料金を一時的に変

動させるダイナミックプライシングの他、商業施設のクー

ポン等を発行し楽しみながら節電に取り組めるインセン

ティブプログラムを行い、両実証ともに約20％のピーク

時電力削減効果が確認できました。

地域節電所内部の様子

地域の住宅に導入したスマートメータ（左）と宅内表示器（右）

病院に設置した太陽熱パネル（左）と見える化モニター（右）

（4）平成26年度の取組

本事業の最終年度となる平成26年度は、引き続きダイ

ナミックプライシングなどの社会実証を推進しつつ、これま

での成果の取りまとめを行い、ビジネス化の可能性につい

て検討していきます。

（5）今後の展開

本実証事業で得られた成果は、国内においては市内城野

地区の「ゼロ ･カーボン街区」や岩手県釜石市などへの展

開、海外においては「アジア低炭素化センター」を通じて

ビジネスベースでアジア地域へ展開を図ります。

トピックス

平成26 年 5月に、世界の優れたスマートグリッド

プロジェクトを表彰する ISGAN�AWARD�2014 にお

いて、世界15カ国40を超えるプロジェクトの中から、

本事業がアジアで唯一入賞しました。

ISGAN	AWARD	2014	表彰状

5	. 新エネルギー等設備導入への支援

（1）背景

家庭・業務部門における地球温暖化対策を推進するた

め、平成24年度より家庭用燃料電池（エネファーム）の

設置者に対する補助制度を開始しました。

（2）平成25年度事業概要

ア .補助事業対象者
◦平成25年度に、自らの居住する住居に、家庭用燃料電

池（エネファーム）を設置する方。

◦平成25年度付けで国（FCA）の補助を受けている方。

◦市税に滞納がない方。

◦暴力団員又は暴力団若しくは暴力団等と密接な関係を

有する者でないこと。

イ .補助金額

補 助 対 象 設 備 補 助 率

　　家庭用燃料電池（エネファーム） 一律7万円／件

ウ .事業実績

補 助 対 象 設 備 補 助 金 交 付 件 数

家庭用燃料電池（エネファーム） 150件

エ .事業の主な周知方法
◦市政だより

◦市ホームページ

◦�区役所等での事業案内チラシ配布

◦出前講演、環境イベントでの周知

6. グリーン電力証書

（1）背景

グリーン電力とは、太陽光、風力、水力、バイオマス（生

物資源）などの自然エネルギーにより発電された電力の

ことです。石油や石炭などの化石燃料による発電は、発

電時に CO2 が発生しますが、自然エネルギーによる発電

は発生しないと考えられています。このようにグリーン

電力は、環境への負荷が小さい電力として、注目を集め

ています。

本市では、地球温暖化対策としてグリーン電力の利用

を推進しています。

（2）グリーン電力証書制度について

自然エネルギーによって発電された電力は、「電気その

ものの価値」に加えて、発電時に CO2 がほとんど発生し

ないという「環境付加価値」があると考えることができま

す。この環境付加価値を目に見える形、すなわち証書（グ

リーン電力証書）にして取引する制度をグリーン電力証書

制度と呼びます。

この制度では、グリーン電力証書を購入することで、

普段使用している化石燃料由来の電力を見かけ上グリー

ン電力を使用したことに見立てることが可能です。なお、

購入により得られた収益は、更なる自然エネルギーの普及

等に再投資されることになります。

本市では、市内でのイベント等に向け、積極的にグリーン

電力証書を販売し、グリーン電力証書の普及を行っていき

ます。

（3）これまでの取組と成果

ア .グリーン電力証書の購入
小倉祇園太鼓やエコテクノ等の市内で行われるイベン

トに、積極的にグリーン電力証書を販売し、グリーン電力

の利用促進、グリーン電力証書のPRを行っています。

イ .グリーン電力証書の発行・販売
平成21年度にグリーン電力証書化モデル事業により、本

市がグリーン電力証書を発行し、販売する仕組みを構築し

ました。

当モデル事業では、北九州市立自然史・歴史博物館に設

置している太陽光発電システムを活用しています。

（4）今後の取組

市内でのイベント等に対

し、引き続き、グリーン電力

証書を積極的に販売します。

また、グリーン電力証書を

活用したノベルティなどを作

成し、PR を行うとともに、

市主催のイベント等で活用し

ます。

「エコテクノ」に販売した
グリーン電力証書


